
 

 

        ２０２２年度 

環境経営レポート 
            （対象期間 ２０２２年 4 月～２０２３年 3 月） 

               

         

 

 

 

 

 

２０２３年５月３０日 

株式会社 玉井事務所 



 
１．事業の概要 

 
（１） 事業者名及び代表者名 

株式会社  玉井事務所 

代表取締役社長 木村 将義 

 

（２） 所在地 

〒３６０－０８４１  埼玉県熊谷市新堀１０７５－１ 北原ビル１Ｆ 

 

（３） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先 

環境管理責任者  代表取締役社長  木村 将義 

 

連絡先 電話：０４８－５３２－８８９８  FAX：０４８－５３３－８３２０ 

 

（４） 事業内容（認証・登録の範囲） 

損害保険及び生命保険代理業 

 

（５） 事業の規模 

売上高     4 ，９００万（２０２３年４月現在） 

従業員      ８ 名 

事業所延べ床面積 ６０㎡ 

 

（６） 法人設立年月日 

昭和５１年創立 

 

（７） 資本金 

１０００万円 

 

（８） 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代表者 

木村 将義 

環境管理責任者 

木村 将義 

事務局 

木村絵美子 

 

 

全従業員 



 
２．環境経営方針 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

環境経営方針 
 

<環 境 理 念> 

当社は地元地域に密着し、リスクコンサルティングや安心を担う総合サービス企業とし

て、地域社会の安定に貢献する会社を目指し地域の皆様と歩んで参りました。この地域社

会が継続的に発展していく為に必要なのはやはり身近にある大切な自然、環境を守ってい

くことであり、これを私どもの使命と考え役職員一丸となって地域環境、地球環境の保全

に積極的に取り組みます。 

 

<行 動 指 針> 

１．事業活動に関わる環境関連の法規、条例、及びあいおいニッセイ同和損害保険株式

会社環境方針の要請事項を含む、その他の要求事項を遵守します。 

 

２．環境負荷を低減や環境改善を図るため、次の事項に重点的に取り組みます。 

①ＣＯ２排出量削減に努めます。 

②廃棄物の削減及び適正処理、リサイクルの推進に努めます。 

③節水、節電など全役職員に環境に関する教育を行い積極的に取り組みます。 

④環境配慮型保険の契約促進に努めます。 

    ⑤事務用品のグリーン購入など省資源化、再資源化に努めます。 

    ⑥地域での環境活動に積極的に参加します。 

 

３．この環境経営方針は、全従業員に周知します。 

 

                     

制定日  ２００９年１０月１５日 

                           改定日  ２０２０年  ７月３１日 

 

               

                      代表取締役社長 木村将義 

                    



 

３．環境経営目標 

項 目 単位 
2018 年 

(基準年度) 

2022 年 

(目標値） 

 2023 年 

(目標値） 

2024 年 

(目標値） 

二酸化炭素排出量 

（対象：電力、ガソリン） 

kg-

CO2 
16,547 1６,216 16,050 15,885 

電力の使用量 kWh 4,048 3,967 3,926  3,886 

ガソリン使用量  Ｌ 6,247 6,184 6,184 6,184 

廃棄物排出量 kg 260 維持 260  維持 260   維持 260  

水使用量 ｍ３ 36 維持 36 維持 36 維持 36 

グリーン購入の取組 件   5     5     5     5 

本業での取り組み  

（エコ保険等） 
％ ー ３０ ３０ ３０ 

二酸化炭素排出係数 (調整後排出係数）０.５０５ kg-CO2/kWh  

               (株)Looop H28 年度実績 

 

４．環境経営計画 

 （１）電力消費量の削減 

   １．昼食時、事務所半分消灯及びパソコン電源ＯＦＦ 

   ２．エアコンの設定温度を守る（室内温度夏場２８℃・冬場２０℃） 

（２）ガソリン消費量の削減 

   １．エコドライブの徹底 

   ２．効率の良い順路を立てた営業活動 

（３）廃棄物排出量の削減 

   １．分別収集を徹底する 

   ２．不要原紙の再利用 

   ３. 両面印刷 

（４）水使用量の削減 

   １．節水 

（５）グリーン購入の取り組み 

   １．エコマーク商品・リサイクル商品の積極的導入 

（６）本業での取り組み 

   １. WEB 約款 

   ２. 電子端末によるペーパーレス契約促進 

   ３. ECO 保険証券 



５．2022 年度の環境経営目標の実績，活動経営計画の取組結果と評価 
 

環境経営目標 今年度目標 今年度実績 評価 

二酸化炭素排出量 

kg－CO2 
16,216 13.541 ○達成できた 

取り組み内容 

負荷の大きいガソリン使用量を減らすため

に効率の良い営業活動とエコドライブ運転

の徹底 

エコドラブ、安全運転がし

っかりできている。 

コロナ渦で営業活動ができずガソリ

ン使用量も減ったことが大きい 

電力消費量 kWh 3,967 4,176 × 達成できず 

取組内容 
１．昼食時事務所半分消灯及びパソコン電源 OFF 

冬のエアコン使用量が増加している

設定温度に気を付ける 

2．扇風機で部屋の空気の 循環  

燃料消費量 ℓ 6,184 4.９２8 ○達成できた 

取組内容 
１．エコドライブの徹底 

引き続き削減に向けて取り組んでい

く。 

２．効率よい営業活動  

廃棄物排出量 kｇ 260 320 × 達成できず 

取組内容 
１．分別収集を徹底する  

仕事のシステムが変わり印刷の量が

増えたことが大きく影響 

２．不要原紙の再利用 3 両面印刷で紙使用量削減  

水使用量 m3 節水 ２２ ○節水に努めた 

取組内容 
節水に努める   維持節水に努める 

      

グリーン購入の取組 回数 

 

 

5 件 

        

９件 

 

〇達成できた 

  

取組内容 
１．エコマーク商品・リサイクル商品の積極的導入 引き続きグリ－ン購入を心がける 

   

電子端末によるペーパーレ

ス契約促進 
３０％     ３５％   〇達成できた 

 

 

 



６．次年度の取組内容 

   ①エコドライブの徹底      ⑤扇風機で部屋の空気の循環 

   ②効率の良い営業活動      ⑥ごみの分別収集 

   ③昼食時事務所内半分電気消灯  ⑦不要原紙の再利用と両面印刷 

   ④節水             ⑧リサイクル商品の積極的導入             

 
７．環境関連法規制等の遵守状況 

  
法令名称 

 

要求事項 

 

遵守評価結果 

    適用・遵守事項 条項 確認資料等 判定 

１ 廃棄物処理法 ･廃棄物の適正処理責任 条 例 第

170 号 

熊谷衛生ｾﾝﾀｰの 

領収書 

○ 

２ 自動車 

リサイクル法 

･廃車時の処理費用負担 

（自動車リサイクル券の購入） 

７３条 

 

リサイクル券の 

確認 

○ 

３ 家電 

リサイクル法 

・特定家電製品廃棄時の処理費

用負担（家電リサイクル券の

購入） 

６条 今年度は廃棄処理該

当なし 

 ― 

 

４ 
 

グリーン購入

法 

・環境物品等の選択・購入責任 ５条 実績管理 ○ 

５ 埼玉県生活 

環境保全条例 

・エコドライブの推進 ４０条 

 

エコドライブの推進  ○ 

 

 

事業活動に関する法令等違反はありませんでした。 

 関係当局からの違反等の指摘はありませんでした。 

また、会社設立以来住民からの苦情や客先からの訴訟も 1 件も発生していません。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８．社長による見直し結果 

（１）全体の確認・評価 

事項 報告内容（要旨） 代表者の評価 

 

(1)環境目標の達成状況、並

びに環境活動計画の実施状

況 

 

電力使用量が増え、目標値を達成

できなかった 

 

 

 

 冬のエアコン使用量が増加して

いることが原因。寒さの影響も大き

かったが、再度、設定温度の確認等、

全従業員がきちんと取り組んでい

く必要がある。 

 

 

(2)近隣住民等からの苦情・

要望の受付及び処置状況 

 

近隣住民等からの苦情なし 

 

良 

(3)環境法規制等に対する遵

守状況、並びに定期確認結果 

 

2022 年度環境法規制等の確認

結果報告 

 

良 

(4)是正処置及び予防処置の

実施状況 

 

 

予防是正処置３件 

               

適切に対応できている 

(5)その他 

 

電子端末契約の積極的導入 推進していく 

 

 

（２）社長による環境方針等の変更の必要性ならびに指示事項 

 

項 目 変更の要否 指示事項等 

１．環境経営方針 否 変更の必要性はない 

２．環境経営目標 要 ２０２０年度を基準とする 

３．環境経営活動計画 否 環境活動計画は継続する 

4. 実施体制 否  

5．全体の評価に関して 否 システムの定着に努める 

 

 

 

 


